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はじめに
アメリカの州はそれぞれの法体系と裁判所をもつ。不法行為の領域では
州裁判所の判例法が主たる法源となるため、アメリカには州ごとに異なる
不法行為法が存在することになる。そのため、各州の不法行為法が抵触
（conflict of laws）する状況となる。また各州に所在するそれぞれの州裁判
所は、いわゆるロング・アーム（long-arm）法（1）により、自州に居住する
当事者以外に対しても人的管轄権（personal jurisdiction）（2）を及ぼすこと
ができる。そこで不法行為事件が発生すると、裁判所はいずれの不法行為
法を準拠法として選択すべきかの問題に直面する。
航空機事故では被害者の居住州が異なり、製造物瑕疵においては損害が
広範囲に発生する。これら大規模不法行為事案（3）では多くの州の州民が関
（1）　いわゆるロング・アーム法は、法廷地州外の者に管轄権を及ぼす規定である。これ
には２つの類型がある。第１は、カリフォルニア州法のように、州憲法および合衆
国憲法に違反しなければ、いかなる根拠であっても州外の者への管轄権を州裁判所
に認めるものである（CAL. CIV. PROC. CODE § 410.10.）。第２は、イリノイ州法のよ
うに、列挙された根拠すなわち被告の行為に限定して、州外の者に対する管轄権を
認めるものである（735 ILL. COMP. STAT. 5/2-209.）。
（2）　法廷地の裁判所は、管轄地域内にいる者に対して対人的（in personam）に管轄権
を行使することができる。この人的管轄権については、現在まで多くの論説が発
表されてきた。これがいかに認められるかについては次を参照。See, e.g., William 
M. Richman, William L. Reynolds, and Christopher A. Whytock, UNDERSTANDING 
CONFLICT OF LAWS 4th ed. §§ 35-40 （2013）.
（3）　大規模事故や製造物瑕疵事故などによる人身被害の広範囲化を一般的に大規模不法
行為と呼んでいる。原則的には大規模事故、製造物瑕疵損害、有毒物質不法行為の
三つに分類されている。この不法行為の出現と詳細な類型化については、楪博行「大
規模不法行為出現の背景」白鷗法学第22巻第2号55 -63頁（2016）を参照。
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わるため、準拠法の選択は一層困難となる。航空機事故による損害賠償請
求は、1970年代から80年代にかけて多く提起された。また製造物瑕疵に
よる損害賠償請求も1960年代より急速に増加がみられるようになり、不
法行為事案での準拠法選択の問題に多大な影響を与えたのである（4）。
不法行為実体法が州毎に異なるのであれば、準拠法選択はまさに裁判の
去就を決定する主たる要因となる。それでは、不法行為法における準拠法
選択はいかなる基準で行われてきたのか、また基準に変更が加えられたの
であれば、それはいかなる理由からなのか。現在ではインターネットが社
会インフラの一部となり、それを媒介にした名誉棄損事件が多発し、不法
行為被害が拡散されている。不法行為の広域化は不可避となっているので
ある。そこで本稿では、不法行為における伝統的な準拠法選択の基準とそ
れが変容する過程を追いながら、変容した背景を分析する。そして、不法
行為が大規模化した際の問題を抽出するとともに考察を加える。
一　不法行為における準拠法選択基準の変遷
１．不法行為発生地主義－伝統的な方法－
1960年代まで、アメリカの州裁判所は準拠法選択での統一的な基準を
示していた。州裁判所の管轄地域を超えて不法行為が発生した際には、不
法行為発生地主義（lex loci delicti）により訴えが提起された州裁判所は、
訴訟手続にかかるすべての争点については自州の法を、そして実体法に
かかるすべての争点については不法行為発生地（place of wrong, place of 
injury）の州法を適用していたのである。そこで、不法行為発生地の州法
が特定の請求の原因を認めていなければ、不法行為被害者は救済を得るこ
とができなかったのである（5）。また、損害賠償額の上限があるなど救済が
（4）　樋口範夫・アメリカ渉外裁判法・55頁（弘文堂 2015）を参照。
（5）　See, e.g., Jeffrey v. Whitworth College, 128 F. Supp. 219, 225 （E. D. Wash. 1955）. 本
件では、大学が経費を支出した学外旅行でアイダホ州において事故に遭った学生に
は、ワシントン州では廃止されている慈善施設の不法行為責任を免除したアイダホ
州法で救済が与えられない旨が示された。
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制限されている場合もある（6）。不法行為発生地主義は、権利義務関係の不
安定さを防止する目的に由来する。1904年に合衆国最高裁判所判決の中
でホームズ裁判官（Justice Oliver Wendell Holmes）は、不法行為発生地
以外の法を準拠法とすれば人の移動とともにそれが変化するため、不法行
為発生地の法を唯一の根拠として、不法行為責任の是非とその範囲を決定
すべきであると述べていたからである（7）。
抵触法リステイトメント初版も「不法行為発生地の法が法的な損害を
被ったか否かを決定する」（8）と述べた上で、最後に出来事が起こった場所
を不法行為発生地と定義していた（9）。最後の出来事とは、一般的には損害
発生ととらえられている（10）。例えば、ニュー・ヨーク州から出荷された
腐敗した缶詰を食べた者がオハイオ州で死亡した場合にはオハイオ州法
が（11）、他州で石に当たりアーカンソー州でけがが判明した場合にはアーカ
ンソー州法が（12）各々準拠法として選択されたのである。
一方で不法行為による死亡（wrongful death）の場合には（13）、不法行為
発生地である死亡地ではなく、むしろ致命傷を負った場所の州法が適用さ
れている（14）。なお、外国での不法行為によりアメリカで損害が発生した場
（6）　See, e.g., McDaniel v. Petroleum Helicopters, Inc., 455 F. 2d 137 （5th Cir. 1972）. 本判
決では、南米のコロンビアでヘリコプター事故に遭ったパイロットの妻に対して、
提訴された場所であるルイジアナ州が不法行為発生地主義を採っているという理由
で、損害賠償をコロンビア法に規定される額に制限した。
（7）　Slater v. Mexican National Railway Co., 194 U.S. 120, 126 （1904）.
（8）　RESTATEMENT OF CONFLICT OF LAWS § 378 （1934）.
（9）　Id. at § 377.
（10）　See, e.g., Anderson v. Linton, 178 F. 2d 304 （7th Cir. 1949）.
（11）　Hunter v. Derby Foods, 110 F. 2d 970, 972 （2d Cir. 1940）.
（12）　Cameron v. Vandergriff, 13 S.W. 1092, 1093 （Ark. S. Ct. 1890）.
（13）　See, e.g., Moore v. Pywell, 29 App. D.C. 312 （D.C. Cir. 1907）. ワシントンD.C.で処方
された薬によりメリーランド州で死亡した者の遺族による、損害賠償責任の訴えの
準拠法はD.C.法とされている。
（14）　See, e.g., Petrusha v. Korinek, 213 N.W. 188, 190 （Mich. S. Ct. 1927）. では、ミシガン
州に住む者がウィスコンシン州でタクシーにはねられ、その後ミシガン州で死亡した
事件で適用される州法は、ミシガン州裁判所によりウィスコンシン州法であると判断
されている。
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合には、法廷地となった州において公序良俗違反とならないことを要件と
して、当該外国法が準拠法として選択される（15）。
不法行為発生地主義は、20世紀初頭に確立された準拠法選択基準であ
る。しかし、不法行為発生地は曖昧な概念である。薬害を例にすれば、瑕
疵ある薬品の開発がＡ州で、その製造がＢ州で行われ、薬害被害がＣ州で
発生すると、いずれの州が不法行為発生地であるかが不明となる。すなわ
ち、不法行為の原因となった場所と被害の発生した場所のいずれも不法行
為発生地であると解せるからである。また、被害者が損害発生前後に特定
の州に居住せず移動を繰り返した場合にも、被害の発生地が複数存在する
ことになる。そして重要な点は、不法行為発生地主義を採れば不法行為発
生地の州法が当事者を拘束し、当該州の不法行為法が請求の原因を認めて
いなければ損害賠償が得られないことである。そこで、現在ではいくつか
の州を除いて不法行為発生地主義は採られていない（16）。多くの州は、以下
（15）　See, e.g., Slater v. Mexican National Railroad Co., 194 U.S. 120 （1904）. 反対意見の
中ではあるが、ホームズ裁判官は当該外国が文明国であることもその要件となるべ
きであると述べている。See, American Banana Co. v. United Fruit, Co., 213 U.S. 347, 
355-356 （1909）; Cuba Railroad Co. v. Crosby, 222 U.S. 473, 478 （1912）.
（16）　これらの州は、アラバマ州（Bodnar v. Piper Aircraft Corp., 392 So. 2d 1161, 1162-
1163 （Ala. 1980）.）、アラスカ州（Alaska Airlines, Inc. v. Lockheed Aircraft Corp., 
430 F. Supp. 134, 139 （D. Alaska 1977）.）、ジョージア州（Ellington v. Tolar Constr. 
Co., 235 S.E. 2d 729, 733 （Ga. App.1977）.）、インディアナ州（Baca v. New Prime 
Inc., 810 N.E. 2d 711, 712 （Ind. 2004）.）、カンザス州（Raskin v. Allison, 57 P. 3d 30, 
32 （Kan. App. 2002）.）、メリーランド州（Erie Ins. Exch. v. Heffernan, 925 A. 2d 636 
（Md. 2007）.）、ニュー・メキシコ州（First Nat'l Bank v. Benson, 553 P. 2d 1288 （N.M. 
1976）.）、ノース・カロライナ州（Henry v. Henry, S.E. 2d 158, 162 （N.C. 1976）.）、
サウス・カロライナ州（Boone v. Boone, 546 S.E. 2d 191, 194 （S.C. 2001）.）、バージ
ニア州（McMillan v. McMillan, 253 S.E. 2d 662, 664 （Va. 1979）.） 、ワイオミング州
（Brown v. Riner, 500 P. 2d 524, 527 （Wyo. 1972）.）である。ウェスト・バージニア州
も不法行為発生地主義を採る州であるが、Mills v. Quality Supplier Trucking, Inc. （510 
S.E. 2d 280, 283 （W.Va. 1998）.）で、寄与過失（contributory negligence）がウェス
ト・バージニア州の公序良俗に反するという理由で、後述するLeflarの説にしたがっ
て、不法行為発生地の法を一部適用除外にしている。寄与過失とは被害者に過失の
存在が認められる場合には、被害者は加害者から救済を得られないとする不法行為
損害賠償理論である。これについては楪博行・アメリカ民事法入門・181頁（勁草書
房 2013）を参照。
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で述べる州の利益分析など、より柔軟な基準を採用したのである。
２．接触と利益分析による準拠法決定基準
不法行為発生地主義をめぐる問題に対処するために、ニュー・ヨーク州
最高裁判所（New York Court of Appeals）はBabcock v. Jackson（17）におい
て、初めて不法行為発生地主義を放棄した。本件事実は次の通りである。
ニュー・ヨーク州民である原告は、カナダのオンタリオ州で自動車に同乗
している際に交通事故に遭遇し大けがを負った。原告および運転手はいず
れもニュー・ヨーク州民であった。事故当時オンタリオ州法では、自家用
車の所有者と運転手に、同乗者が負った人身被害への免責を認める好意同
乗者法（guest statute）（18）が制定されていた。不法行為発生地主義を採れ
ば、原告は損害賠償を得られなかったのである。本判決の多数意見を執筆
したFuld裁判官は、次のように述べて新しい準拠法の判断基準を示した。
正義、公平および最適な訴訟の結果は…事件と当事者の関連性と接
触（contact）から判断して、訴訟で現れた特定の争点と最も関係
をもつ管轄地の法を選択すれば得られる。このルールの利点は、紛
争解決での最も利益をもつ場所へ、特定の事実関係から起こる争点
を処理する権限を及ぼし、訴訟の結果と最も密接に関連する管轄地
の方針を採用することである（19）。
本件では、原告および運転者ともニュー・ヨーク州民であったため、
ニュー・ヨーク州が最も接触程度が高かった。しかし本判決が示した基準
は、管轄地の方針または利益を考慮して、程度ではなく特定の争点を解決
する上で適切となる接触を決定することであった。オンタリオ州の方針お
（17）　191 N.E. 2d 279 （N.Y. Ct. App. 1963）.
（18）　同法は、好意で自動車に同乗させた者が運転手の発生させた事故で被害を受けた
としても、故意・重過失・泥酔および死亡または重傷事故でない限り、運転手に損
害賠償責任を免除する州コモン・ローである。See, e.g., 8 Am. Jur. 2d Automobiles 
and Highway Traffic § 550.
（19）　191 N.E. 2d at 283.
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よび利益は、オンタリオ州内の保険会社への虚偽の保険金申請を防止する
ことを目的として、自動車運転手が好意で同乗させた乗客の交通事故被害
への賠償を免責することであった。本件ではニュー・ヨーク州民が交通事
故加害者であり、また自動車保険もニュー・ヨーク州の保険会社との契約
であるため、オンタリオ州との交通事故という接触はオンタリオ州の利益
とは何ら関連性がないものと判断したわけである。
1964年にはペンシルバニア州最高裁判所は、Griffith v. United Airlines, 
Inc.（20）においてBabcock判決の基準を採用し、不法行為発生地主義を放棄
した。本件は、ペンシルバニア州からアリゾナ州に向かう定期航空便が
コロラド州デンバーへ寄港した際に墜落し、死亡した乗客の遺産執行人
（executor）から提起された損害賠償請求の訴えである。コロラド州では、
収入の喪失（loss of earnings）に対する賠償を制限して、死亡以前の経済
的損失および逸失利益として将来の収入（potential future earnings）の賠
償を認めていないだけでなく、訴権存続法（survival statute）（21）も制定さ
れていた。原告である遺産執行人は、同法の適用を避けるために、不法行
為ではなく運送契約違反を請求の原因として訴えを提起した。本判決は、
ペンシルバニア州裁判所に運送契約違反の管轄権があるとともに、コロラ
ド州の訴権存続法が適用される可能性があると述べた。その上で、ペンシ
ルバニア州が従来採用してきた不法行為発生地主義を放棄して、Babcock
判決で示された基準を採用したのである。
本判決は、まず訴権存続法が「将来賃金を算定し、現在の価値に変換す
る数学的困難さ」を回避する手続上の目的であるのか、または「コロラド
州民の被告に莫大な損害賠償を課すことを」回避する実体法上の目的であ
るのか、いずれに関連するのかを検討した（22）。そして、当該法が後者の実
（20）　203 A. 2d 796 （Pa. S. Ct. 1964）.
（21）　訴権相続法とは、被害者が死亡時に有していた請求の原因が死亡後も存続する旨
を定める規定である。See, Dan B. Dobbs, et. al., HORNBOOK on TORTS 2d § 28.1 （2016）.
（22）　203 A. 2d at 807.
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体法上の目的をもつものではあるが、本件はコロラド州民に対する訴えで
はないため、ペンシルバニア州との接触の方が同州の損害賠償を制限しな
い方針と不可欠な関係をもっていると判断したのである（23）。
３．抵触法リステイトメント第２版と利益分析基準のその後
抵触法リステイトメント第２版は、争点に関して最も重要な関係をもつ
州法が準拠法であると述べている（24）。争点に関するとは、不法行為法上の
当事者の責任および権利に関することである（25）。また、最も重要な関係と
なる接触を判断する際には、①損害発生地、②損害を発生させた行為地、
③住所地（domicile）、居住地（residence）、国籍（nationality）、会社設立
地（place of incorporation）、営業地（place of business）、④当事者の関係
の中心地、以上の要因を考慮すべきであると述べている（26）。
しかし、争点における最も重要な関係を示す接触の有無は、抵触する
各々の州法の目的により異なる判断がなされる。一方で、主要な目的が特
定の行為を禁ずる州法であれば、加害行為または損害が発生している州の
州法が準拠法となる（27）。他方で、特定の州法の目的が被害者への賠償であ
れば、被害者居住地、不法行為発生地、そして医療扶助が得られる場所
が、損害賠償額を決定する上でより多くの利益をもつことになる（28）。
抵触法リステイトメント第２版が示す損害発生地とその他の要因を勘案
する方法は、他の州が争点につきより重要な関係、すなわち人身損害賠償
請求訴訟における重要な争点との関係をもたない限り、原則として準拠法
が損害発生地である州法になることを導く（29）。接触の判断要素として、損
（23）　Id.
（24）　RESTATEMENT （SECOND） OF CONFLICT OF LAWS § 145 （1971）.
（25）　Id. at § 145 （1）.
（26）　Id. at § 145 （2）.
（27）　Id. at § 145 cmt. d; § 156.
（28）　Id. at § 145 cmt. d; § 171.
（29）　Id. at § 146.
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害発生地および損害発生を誘因する行為地が含まれているためである。し
かし、BabcockとGriffithの二つの判決が示した利益分析の方法によれば、
不法行為発生地が重要な利益をもつ準拠法地になるには、争点が請求の原
因に直接関わる場合である。例えばイリノイ州北部地区連邦地方裁判所
は、ウィスコンシン州のプールでイリノイ州民が溺れて損害賠償が請求さ
れた事案において、ウィスコンシン州が事故発生地と加害行為地であり、
過失の成立にかかる争点につき最も関係をもつため、不法行為発生地の
ウィスコンシン州法によるべきであると述べている（30）。しかし、これ以外
の場合には訴訟における最大の利益から判断されるため、いずれの州法が
準拠法となるのかは個別的な判断に委ねられることになる（31）。
Babcock判決でニュー・ヨーク州最高裁判所は、ニュー・ヨーク州が訴
訟当事者の居住州であり最も訴訟上利益をもつため、当事者の権利義務
が彼らの移動につれて変化することはないと判断していた（32）。しかしその
後、ニュー・ヨーク州最高裁判所はDym v. Gordon（33）において、この先例
とは異なる判断を示した。本件では、交通事故の自動車運転手と乗客の居
住州がニュー・ヨーク州であり、事故発生地はコロラド州であった。事故
当時、コロラド州では好意同乗者法が制定されていた。ただし、事故が
運転手の故意、酩酊、そして他者の権利に対して不当な軽視（willful and 
wanton disregard）により発生した場合に限り、損害を負った同乗者への
（30）　Leschkies v. Playboy Club, Inc., 465 F. Supp. 80 （N. D. Ill. 1979）.
（31）　例えば、家族内での不法行為の免責（intrafamilial immunity）につき、妻が第三
者の事故で夫の過失を主張して部分負担（contribution）を求めた事件で、事故発生
地であるペンシルバニア州法ではなく、妻の居住地であるニュー・ジャージー州法
を準拠法として夫の免責を認めた事例がある（Zuzola v. General Motors Corp., 503 
F. 2d 403 （3d Cir. 1974）.）。また交通事故の代位責任（vicarious liability）につき、自
動車の登録がニュー・ヨーク州でなされ、ミシガン州民にリース提供され、そして
ニュー・ジャージー州で事故が発生したことにつき、デラウェア州に所在する会社
の使用者責任をニュー・ヨーク州法に基づいて判断した事例がある（White v. Smith, 
398 F. Supp. 130 （D. N.J. 1975）.）。
（32）　191 N.E. 2d at 285.
（33）　209 N.E. 2d 792 （N.Y. Ct. App. 1969）.
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損害賠償が認められていた。この点が、Babcock事件でのカナダのオンタ
リオ州法の内容とは異なっていた。また、事故発生地のコロラド州がサ
マー・スクールに参加するための自動車旅行の最終目的地であった点も異
なっていた。ニュー・ヨーク州最高裁判所は、コロラド州が最終目的地で
あることを重要視し、同州を最も利益のある州であるととらえた。一時的
とはいえ、コロラド州での滞在がそこでの当事者の関係をつくり、コロラ
ド州法の保護の下で日常生活をおくることになるという理由から、コロラ
ド州法が準拠法となると判断したのである（34）。
Dym判決は後に覆されることになるが（35）、本判決が示すのは利益分析基
準をめぐる問題である。第１は、州との接触が事実関係において変化する
という点である。Babcock事件と同様に本件の当事者は同一の州民であっ
た。唯一異なるのが事故発生地へ移動した目的である。しかし、Babcock
事件とDym事件の両者とも滞在期間の長短があるが、事故発生地はあく
までも一時的な滞在場所である。Dym判決での長期の滞在が当事者の居
住州との接触に勝るとする根拠が何であるのか不明なのである。利益分析
基準は、複数の州の立法および裁判所の方針を検討し、これらを利益とし
て比較考量する方法である。そこで、これらの詳細な検討こそが適切な準
拠法決定に導くことになる。
第２は、特定の裁判所で複数の州法が適用されることである。特定の争
点につき各々の州の関連する不法行為法の目的および方針を利益分析し、
その争点につき各々の州の接触の適切性を評価することになれば、争点毎
に準拠法が異なることになる。この結果、同一の訴訟にもかかわらず各々
の争点で異なる州の実体法が適用されるわけである。例えば、アーカン
ソー州民がミズーリ州で発生した交通事故による損害賠償をペンシルバニ
ア州の会社に対して請求した事件で、アーカンソー州裁判所は被告の過失
（34）　Id. at 795.
（35）　Tooker v. Lopez, 24 N.Y. 2d 569 （1969）.
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についての争点をミズーリ州法にもとづいて判断しているのである（36）。特
定の裁判所で複数の州法が適用されることになれば、当該裁判所の審理に
かかる負担が増大するだけでなく、複数の州法適用という複雑な条件が加
えられる結果、判断の予測が困難になる問題が発生する。
さらに、利益分析基準が請求の原因ではなく争点との関係を焦点にして
いるため、類似する事件であっても接触程度が異なると認定されれば、適
用される州法が異なることにもなる。この問題を示すのが次の二つの判決
である。一つは、ミシガン州で発生した交通事故である。死亡した被害者
と運転手がニュー・ヨーク州民であり、また自動車の登録地がニュー・
ヨーク州であったため、事故発生地のミシガン州法の適用が否定された判
決である（37）。もう一つは、カナダのオンタリオ州で発生した交通事故の事
件である。運転手ならびに自動車の登録地、および自動車保険契約地が
ニュー・ヨーク州であったが、事故で死亡した者がカナダ国民であったた
め、オンタリオ州法の適用を認めた判決である（38）。
以上の問題点が存在するものの、利益分析方法は不法行為発生地の州法
を準拠法として自動的に選択する不法行為発生地主義とは異なり、裁判を
行うべきよりよい場所を模索する姿勢を示す。すなわち、法廷地となる州
の利益を準拠法選択の基準とし、解決されるべき特定の争点と、適用され
る州法を各々の州がもつ利益の比較から導くのである。しかし、結果の予
測が困難となるために、多くの州に当事者が分散する不法行為の訴えにお
いて、裁判所と代理人は直接関係がある立法過程と先例から各々の州の方
針を正確に分析し、争点にかかる各々の州法について調査しておくことが
不可避となる（39）。
（36）　Wallis v. Mrs. Smith’s Poe Co., 550 S.W. 2d 453 （Ark. S. Ct. 1977）.
（37）　Tooker v. Lopez, 24 N.Y. 2d 569 （1969）.
（38）　Neumeier v. Kuehner, 31 N.Y. 2d 121 （1971）.
（39）　Louis R. Frumer, 8-32 PERSONAL INJURY - ACTIONS, DEFENSES, DAMAGES § 32.02 [2] 
（updated 2016）.
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４．Leflarの学説や法廷地主義などその他の基準
Leflarは、準拠法を選択する上で考慮すべき要因を示した。①結果が予
見可能となること、②他州および外国の当事者に対する命令が遵守される
こと、③裁判所への負担が軽減されること、④法廷地州の利益が促進され
ること、⑤より妥当な法が適用されること、以上の５つである（40）。これら
のうち⑤を除いた残りの４つの要因については、抵触法リステイトメント
第２版の準拠法選択の考慮すべき要因に合致する（41）。そこで、彼が示した
要因の中でも特徴的なものは、⑤のより妥当な法の適用のみとなる。これ
は法廷地となる裁判所が、係属する訴えで適用可能な複数の抵触する州
法から、最も妥当と想定される法を選択して適用することを意味してい
る（42）。
ニュー・ハンプシャー州最高裁判所は、ニュー・ハンプシャー州民の妻
が同州民の夫の過失によりバーモント州で交通事故に遭遇したと主張して
損害賠償を求めた事案につき、Leflarの説を採用して彼が示した要因を個々
に検討した（43）。第１の要因である結果の予測可能性は、何らかの計画また
は合意がある場合に推定可能である。しかし、過失による不法行為の場合
には想定外となる。交通事故が計画にしたがって発生するわけではないた
（40）　Robert Leflar, AMERICAN CONFLICTS LAW, Ch.2 （1968）.
（41）　RESTATEMENT (SECOND) OF CONFLICT OF LAWS § 6. 本規定においては、準拠法選択
における考慮すべき要因が示されている(Id. at § 6 (2).)。(a)州際および国際的な制
度上からの要請、(b)法廷地の関連する方針、(c)法廷地以外の利益を有する州の関連
する方針および争点を解決する上での当該州の利益、(d)正当な期待への保護、(e)特
定法領域における基本的な方針、(f)判断結果の確実性および予見可能性、そして(g)
適用される法の決定が容易であることである。Leflarの５つの要因に文言上完全に対
応するわけではないが、(1)の要因は(f)に、(2)の要因は(a)に、(3)の要因は(g)に、そ
して(4)の要因は(c)に関連することが解釈可能である。したがって、Leflarの(5)の要
因のみが、リステイトメントで言及されていないことになる。
（42）　Robert Leflar, Choice-Influencing Consideration in Conflicts Law, 41 N.Y.U.L. REV. 
267, 282 （1966）.
（43）　Clark v. Clark, 222 A. 2d 205 （N.H. S. Ct. 1966）.
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め、結果が前もって予測されることはないからである（44）。第２および第３
の要因については、他州の居住者や外国人の移動の制限が命じられること
はなく、また各州により実体法が異なるとはいえ、その適用の際に裁判所
の負担が増大するとは考えにくいと判断した。第４の要因については、法
廷地および事故発生地州との接触および当該州の利益を分析して、存在す
ることを導き出した。そして第５の要因については、バーモント州で定め
られている好意同乗者法が現代のアメリカにおいては時代遅れととらえら
れて多くの州で廃止されており、これに追随したニュー・ハンプシャー州
法がより妥当な法であると判断したのである（45）。
その後もニュー・ハンプシャー州最高裁判所は、Leflarが示したとりわ
け第５の要因を根拠にして準拠法の選択を行った（46）。当事者がいずれもマ
サチューセッツ州民であり、自動車旅行が同州から開始され、ニュー・ハ
ンプシャー州で事故に遭った事案がその例である。マサチューセッツ州で
は、自動車運転手が重過失の場合に限り同乗者への賠償責任を負わせてい
た。通常の過失の場合にも自動車運転手の責任を認めるニュー・ハンプ
シャー州法がより妥当であり、適用すべきであると判断したのである（47）。
ニュー・ハンプシャー州が採用したLeflar説、とりわけより妥当な法の要
因は、ウィスコンシン州、ミネソタ州、そしてロード・アイランド州にお
いても継受されるに至っている（48）。
（44）　Id. at 209.
（45）　Id. at 210.
（46）　Gagne v. Berry, 290 A. 2d 624 （N.H. S. Ct. 1972）.
（47）　Id. at 627.
（48）　ウィスコンシン州ではConklin v. Horner, 157 N.W. 2d 579 （Wis. S. Ct. 1968）. にお
いて、イリノイ州の自動車運転手を同州の同乗者が自動車事故につき損害賠償請求
を行った事件において、イリノイ州の好意同乗者法ではなくウィスコンシン州法が
認める自動車運転手の過失の是非により損害賠償を認めるのはより妥当な法である
と判断されている。ミネソタ州では、Milkovich v. Saari, 203 N.W. 2d 408 （Minn. S. 
Ct. 1973）. において、ミネソタ州の自動車運転手に過失がある場合に同乗者が被っ
た交通事故被害の損害賠償を認める判例法はより妥当な法であるので、訴訟当事者
がオンタリオ州民であっても、ミネソタ州法が適用されると判断されている。ロー
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その他の準拠法選択の基準には法廷地主義（lex fori）があり、ミシガ
ン州（49）やケンタッキー州で採られている。ケンタッキー州では、最も重
要と判定できないが法廷地の州との接触がある場合には、法廷地となった
州の法が適用されると判断されている（50）。また利益分析、リステイトメン
ト、Leflarの学説を各々複合させた基準をもつ州がある。アーカンソー州
ではリステイトメントとLeflarの学説を融合した基準を使用しており（51）、
ハワイ州（52）とノース・ダコタ州（53）では利益分析基準とLeflarの学説を融合
させている。
ニュー・ヨーク州最高裁判所のBabcock判決以来、準拠法選択は不法行
為発生地主義を放棄し州の利益と法的妥当性から判断する基準が派生的に
つくりだされてきた。Babcock判決が示した利益分析の前提には州との接
触があり、リステイトメントとLeflarの学説もこれを前提として展開され
ている。したがって、不法行為発生地主義以外の各々の準拠法選択の基準
は、詳細において相違するに過ぎない。また、各々の基準を融合させて判
断する傾向や、また特定の基準を採用する州で例外的に他の基準を用いる
ことも（54）Babcock判決を起源とするものであり、利益分析視点をもつ概略
ド・アイランド州ではVictoria v. Smythe, 703 A. 2d 619 （R.I. 1997）において、ロー
ド・アイランド州で発生した、イギリス居住者の運転手がフロリダ州に本社を置く
レンタカー会社が所有する自動車で事故を起こした事件につき、レンタカー会社の
責任についてはフロリダ州法をより妥当な法として適用した。フロリダ州法によれ
ば、自動車賠償保険に加入していない運転手に車をレンタルした会社は、いかなる
州においてもその運転手が起こした事故の責任を負うとされていた。
（49）　Olmstead v. Anderson, 400 N.W. 2d 292 （Mich. S. Ct. 1987）.
（50）　Foster v. Leggett, 484 S.W. 2d 827, 829 （Ky. 1972）.
（51）　Gomez v. ITT Educational Serv., Inc., 71 S.W. 3d 542, 546 （Ark. S. Ct. 2002）.
（52）　Peters v. Peters, 634 P. 2d 586, 592 （Haw. S. Ct. 1981）.
（53）　Daley v. American States Preferred Ins. Co., 587 N.W. 2d 159, 166 （N.D. S. Ct. 1998）.
（54）　例外的とはいえないが、Leflar学説を採用するロード・アイランド州において、
融合基準を用いて準拠法選択基準の若干の変更ともみえる例がある。Woodward v. 
Stewart, 243 A. 2d 917 （R.I. 1968）. では、マサチューセッツ州で発生した自動車事故
での同乗者が死亡した事件につき、①すべての訴訟当事者がロード・アイランド州
民であり、②自動車旅行がロード・アイランド州を起点および終点としている場合
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的にはほぼ同一の基準といえる。
二　大規模不法行為と準拠法の選択
１．不法行為損害の広域化
各州法の内容が抵触する限り、州裁判所がいかなる基準で準拠法の選択
を行うかは、裁判の結果を予測する上で重要なものになる。準拠法の選択
基準から不法行為発生地主義を除外して州との接触を媒介とする利益分析
が用いられてきたのは、自動車による移動が頻繁に行われることに付随し
て交通事故が多く発生したためである。多くの州裁判所は、自動車運転手
から同乗者の損害を免責する州法の適用の是非をめぐり不法行為発生地主
義を放棄したのである。
自動車旅行は人の移動であるが、物の移動ともなればこれとは比較にな
らない程に大規模となる。製造物の瑕疵、または有毒物質の含有による損
害が発生すれば、製造された州を超えて広範化する。特定の州で製造物瑕
疵による損害が発生すると、州裁判所はまず自州の基準と当事者の居住州
の州法を比較し、準拠法を選択して実体判断に至る。例えばペンシルバニ
ア州控訴裁判所は、1988年のGiovanetti v. Johns-Manville Corp.（55）で、アス
ベスト被害による損害賠償請求訴訟においてこの方法を用いている（56）。ま
たアリゾナ州控訴裁判所も、1988年の薬害による損害賠償請求を審理し
には、事故発生地であるマサチューセッツ州が採用する自動車運転手の同乗者に対
する損害賠償責任を重過失に限定するルールは適用されなかった。様々な考慮要素
を勘案し準拠法を選択して、ロード・アイランド州の過失に限定しないルールが採
用される旨が示された。これは様々な考慮要素を州の利益と考え、事件と当事者に
つき最も関係をもつ州の州法が準拠法とする判断である（Id. at 923.）。またOyola v. 
Burgos, 864 A. 2d 624 （R.I. 2005）. では、ロード・アイランド州裁判所は、ニュー・
ヨーク州で発生した事故につき最も重要な利益をもつ州を検討し、原告が居住する
ロード・アイランド州がそれに該当するとして同州法を適用している （Id. at 628.）。
ニュー・ヨーク州法を適用する旨を示している。
（55）　539 A. 2d 871 （Pa. 1988）.
（56）　Id. at 873-874.
白鷗法学　第23巻１号（通巻第47号）（2016）44
たBaroldy v. Ortho Pharmaceutical Corp.（57）で同様な方法を採っている（58）。
両判決とも抵触法リステイトメント第２版の基準を適用して、最も重要な
関係がある州の州法を選択したのである（59）。
被害者の居住州が異なれば、州裁判所のみならず連邦裁判所が州籍相違
管轄権（60）により審理を行うことになる。それでは、連邦裁判所が選択す
べき準拠法とは何なのか。さらに、有毒物質の含有を含め製造物瑕疵によ
る損害など大規模不法行為（mass torts）が発生した場合には、大規模性
が準拠法選択においていかなる影響を与えるのであろうか。
２．州籍相違管轄での連邦裁判所の準拠法選択
1938年のErie R.R. v. Tompkins（61）において、合衆国最高裁判所は連邦裁
判所が州籍相違管轄権を行使する場合には州実体法を適用する旨を明ら
かにした。先例である1842年のSwift v. Tyson（62）は、連邦裁判所の裁判官
に所在する州コモン・ロー（common law；州判例法）へ依拠せずに審理
することを認めていた（63）。そこで同判決以降、州裁判所ではなく連邦裁判
所で提起された州籍相違管轄権に基づく訴えは、一貫性のない各々異なる
判断が示されていた（64）。Erie事件は、被告により運行されていた機関車の
突起部分に原告が接触したとして（65）、その人身損害の賠償を求めて提起さ
れた。合衆国最高裁判所は、ペンシルバニア州コモン・ローの下では線
路内にいた原告が不法侵入者に該当し、また被告の義務が無関心な過失
（57）　760 P. 2d 574 （Ariz. 1988）.
（58）　Id. at 577-579.
（59）　539 A. 2d at 873; 760 P. 2d at 578.
（60）　28 U.S.C.§1332. 争訟が異なる州の州民間で起こり、訴額が$75,000を超える場合
に、連邦裁判所が管轄権をもつ。
（61）　304 U.S. 64 （1938）.
（62）　41 U.S. 1 （1842）.
（63）　Id. at 21.
（64）　304 U.S. at 74-75.
（65）　Id. at 70.
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（wanton negligence）（66）の抑制に限られるとする被告の主張を容れた（67）。そ
して、連邦裁判所が一般法となる実体法についてコモン・ローを形成する
ことは合衆国憲法および連邦法上認められていないと述べて（68）、被告勝訴
の判断を示したのである。
Swift判決以降、連邦裁判所は不法行為や契約など一般法分野の州コモ
ン・ローには拘束されることはなく連邦コモン・ロー（federal common 
law；連邦判例法）を形成することができたのである。しかしErie判決は
これを否定した。州籍相違管轄権を行使する場合には、連邦裁判所は実体
法事項については州法を、そして手続法事項には連邦法を適用することに
なったのである（69）。
その後の1941年には合衆国最高裁判所は、Klaxon Co. v. Stentor Elec. 
Mfg. Co.（70）で、準拠法選択の問題をErie判決にいう実体法事項であると
解した（71）。その理由は、連邦裁判所が所在する州の州法を根拠にして準拠
法を決定しなければ、当該州の州裁判所と連邦裁判所との間に判断の相
違が発生することであった（72）。さらに1964年に同裁判所は、Van Dusen v. 
Barrack（73）で、法廷地変更（change of venue）がなされたとしても、それ
がなかったものとして州法を適用すべきであると述べている（74）。連邦裁判
（66）　損害発生の高度な可能性を認識しつつ他者への不合理ともいえる損害を与える行
為と定義されている。See, e.g., Bryan v. Southern Pacific Co. 286 P. 2d 761, 762 （Ariz. S. 
Ct. 1955）.
（67）　304 U.S. at 80.
（68）　Id. at 78．
（69）　実体法と手続法の峻別について、Reed裁判官の補足意見によれば、実体法と手続
法の区別が曖昧なので、いかなる実体法の分野が連邦裁判所を拘束するのか不明で
あると指摘されている（Id. at 91-92.）。
（70）　313 U.S. 487 （1941）.
（71）　Id. at 496.
（72）　Id.
（73）　376 U.S. 612 （1964）.
（74）　Id. at 639.
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所内では法廷地変更が可能であるため（75）、合衆国最高裁判所は変更後の裁
判所が所在する州法ではなく、変更前の裁判所が所在する州法により準
拠法を決定すべきであるとしたのである（76）。また1990年のFerens v. John 
Deere（77）もVan Dusen判決を踏襲して、法廷地変更を認める連邦法が州籍
相違管轄権により適用される州法を変更しておらず、法廷地変更の際には
変更前の裁判所の州法を根拠にして準拠法を選択すべきであると判断して
いる（78）。
３．連邦裁判所の準拠法選択基準と大規模不法行為
Erie判決からFerens判決に至る半世紀を超えて一貫した準拠法選択の方
向性は、広域係属訴訟（Multi-District Litigation）手続にも関係する。当
該手続は、全米の連邦地方裁判所の各地区に提起された重複する訴えを併
合して、特定の連邦地方裁判所でプレトライアルの審理を行う手続であ
る（79）。全米にある複数の連邦地方裁判所から訴えが移送および併合される
ため、移送裁判所ならびにその所在する州、および適用される準拠法選択
基準も複数となる。
広域係属訴訟手続の下で準拠法を選択することについては、1975年のIn 
re Paris Air Crash of March 1974（80）が参考になる。フランスのパリで起こっ
た航空機事故の損害賠償を求めた多数の訴えが、各地の連邦裁判所に提起
された事案である。本件事故の死亡者は、アメリカ人のみならずフランス
人と日本人も含まれ、全米の連邦地方裁判所に203件もの訴えが提起され
（75）　28 U.S.C. § 1404（a）. では、当事者および証人の便宜のために訴えが係属する連
邦地方裁判所は、すべての当事者が合意する、もしくは、訴えが提起される可能性
があった他の地区の連邦地方裁判所に移送することができると定められている。
（76）　376 U.S. at 639.
（77）　494 U.S. 516 （1990）.
（78）　Id. at 523.
（79）　28 U.S.C. § 1407.
（80）　399 F. Supp. 732 （C. D. Cal. 1975）.
アメリカ不法行為法における準拠法選択の問題（楪） 47
た。193件の訴えが既にカリフォルニア州中部地区連邦裁判所に係属して
いたが、残る10件の訴えは広域訴訟手続により同裁判所でプレトライア
ルの併合審理がなされた。審理に先立ち、同裁判所は広域係属訴訟手続に
おける準拠法選択について言及した。移送裁判所の所在する州法を適用す
るのではなく、受移送裁判所の所在州であるカリフォルニア州に本件審理
の利益があるため、同州法が適用されると判断したのである（81）。本件は受
移送裁判所が所在する州法が準拠法になった例であるが、実際には訴えの
大多数が当該裁判所に係属していた。移送裁判所と受移送裁判所がほぼ同
一であったのである。
1980年のシカゴ空港での航空機事故の事案であるIn re Air Crash 
Disaster Near Chicago, Ill. On May 25, 1979（82）も、移送裁判所の州法およ
び利益分析を前提とする判断を示した。広域係属訴訟の受移送裁判所と
なったイリノイ州北部地区連邦地方裁判所はVan Dusen判決にしたがい、
訴えが提起された州の州法を準拠法とすべきであると述べた（83）。そして、
訴えが提起されたカリフォルニア州、ミシガン州、ニュー・ヨーク州、ハ
ワイ州、およびプエルト・リコの準拠法選択基準と各々の州の利益を検討
した。その上で、不法行為責任を受移送裁判所の所在するイリノイ州法
で、そして填補賠償算定を原告のそれぞれ居住する州法で判断する旨を示
した（84）。懲罰的損害賠償については、原告が居住する州により採否が異な
るため、本案審理終了後に判断すべきであるとしたのであった（85）。
航空機事故事例が示すように、多くの州法の中から準拠法を選択するこ
とは、各々の州法を検討する多大な負担を連邦地方裁判所に課すことにな
る。この負担を回避するには、まず特定の準拠法選択基準を最大公約数的
（81）　Id. at 749.
（82）　500 F. Supp. 1044 （N. D. Ill. 1980）.
（83）　Id. at 1047.
（84）　Id. at 1047-48.
（85）　Id. at 1054.
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に決定することが考慮される。この方法を採ったのが1986年のニュー・
ヨーク州南部地区連邦地方裁判所によるIn re Union Carbide Corp. Gas 
Plant Disaster（86）である。本判決はVan Dusen判決が示した準拠法選択基準
にしたがった。ただし、多くの州で最も重要な関係をもつ利益基準が採用
されていることを理由として、訴えが提起された各州の州法を検討するこ
となくインドが最も利益をもつと判断し、インド法を準拠法に選択したの
である（87）。この方法はインド法の利益のみを検討し裁判所の負担を緩和し
たが、各々の州法をそれから除外したため、不十分な分析と批判される危
惧がある（88）。
最も重要な関係をもつ州の州法を準拠法として選択する方法は、抵触法
リステイトメント第２版が採用するものである。広域係属訴訟手続で併合
される訴えの多くは、手続を進行させる受移送裁判所とは異なる連邦裁判
所に提起されている。そこで、多数の州法から準拠法を選択するために、
重要な関係をもつ州法の基準が用いられるようになる。この例が、1988
年の第６巡回区連邦控訴裁判所によるIn re Bendectin Litigation（89）である。
本件は広域係属訴訟手続により全米各地で提起された訴えを併合したもの
であった（90）。受移送裁判所となったオハイオ州南部地区連邦地方裁判所の
所在するオハイオ州では、抵触法リステイトメント第２版の基準が採用さ
れているので、これを適用することが説得的であると判断されたのであ
る（91）。
抵触法リステイトメント第２版にいう最も重要な関係を考慮して準拠法
を決定すると、事案毎に異なる州法が適用されることになる。したがっ
（86）　634 F. Supp. 842 （S. D. N.Y. 1986）.
（87）　Id. at 866-867.
（88）　Limda S. Mullenix, MASS TORT LITIGATION CASE AND MATERIALS 2d ed. 1358 （West 
2008）.
（89）　857 F. 2d 290 （6th Cir. 1988）.
（90）　Id. at 294-295.
（91）　Id. at 305.
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て、準拠法が移送裁判所所在地または受移送裁判所所在地のいずれの州法
となるのか検討することは必要ない。重要な点は、大規模不法行為では
各々の争点につき、リステイトメント第２版の基準を用いて準拠法の選択
をすることである。争点に対応する実体法が各々の州により異なるためで
あり、妥当な実体法の適用を目指すのであれば、争点毎に準拠法を選択す
ることがのぞましいことになる（92）。
４．連邦制定法による準拠法選択の可能性
連邦裁判所が準拠法選択の困難さに直面するにつれて、連邦制定法で
統一した基準が求められることになる（93）。1978年に合衆国議会下院におい
て、航空機事故による損害につき請求の原因を定める連邦法案が審議され
た（94）。しかし、これは成立には至らなかった。その後、合衆国議会下院で
は多数当事者へ連邦管轄権を認める法案が審議された。本法案は、少なく
とも25人が死亡または重傷を負い州籍相違が存在する民事事件の第一審
管轄権を、連邦地方裁判所に認めるものであった。また、広域係属訴訟の
受移送裁判所に不法行為責任を審理することも認めていた（95）。しかし、上
院は本法案を否決し、別の法案を通過させた。これが司法部改革法案（The 
Judicial Branch Improvements Act of 1988）（96）である。州籍相違管轄権行使
（92）　訴えが併合される場合には争点毎の準拠法選択を妥当な方法とする主張の例
として以下を参照。See, Linda S. Mullenix, Beyond Consolidation: Post Aggregative 
Procedure in Asbestos Mass Tort Litigation, 32 WM. & MARY L. REV. 475 （1991）.
（93）　Andreas F. Lowenfeld, Mass Torts and the Conflict of Laws; the Airline Disaster, 1989 U. 
ILL. L. REV. 157, 163 （1989）. 
（94）　H.R. 10917, 124 Cong. Rec. No. 17 （February 14, 1978）. 本法案はDuke University 
School of LawのRowe教授の提案にもとづくものであった。See, Thomas Rowe, Jr. 
and Kenneth D. Sibley, Beyond Diversity: Federal Multiparty, Multiforum Jurisdiction, 
135 U. PA. L. REV. 7, app. at 49-58 （1986）.
（95）　Court Reform and Access to Justice Act, H.R. 4807, tit. III, 100th Cong., 2d Sess., 134 
CONG. REC. H7443 （daily ed. Sept. 13, 1988）. 本法案は、1988年９月13日に下院を通
過している。134 CONG. REC. H7455 （daily ed. Sept. 13, 1988）.
（96）　S. 1482, 100th Cong., 2d Sess., 134 CONG. REC. S16,284 （daily ed. Oct. 14, 1988）.
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の要件である訴額を１万ドルから５万ドルに引き上げるとともに、倒産手
続規則ならびに民事訴訟規則の改正および連邦証拠規則の制定権を合衆
国最高裁判所に付与することなどが規定されていた（97）。この法案は下院を
通過し（98）、レーガン大統領が署名して連邦司法改善および司法制度利用法
（The Judicial Improvements and Access to Justice Act）（99）として成立した。
しかし、多数当事者および多数管轄地域が関わる訴訟について何ら定めら
れていなかった。
連邦裁判所は広域係属訴訟手続を媒介にした全米規模の民事訴訟の審理
を行う場合、合衆国最高裁判所の先例にしたがい、訴えが提起された移送
裁判所が所在する州法を準拠法としてきた。しかし、航空機事故など被害
者が広範囲に分散している事案では、多くの州の連邦地方裁判所に訴えが
提起される。そこで、受移送裁判所は各々の州法および州の利益を検討し
て争点毎に準拠法を選択せざるを得なかったのである。
Erie判決の効力が継続する限り、連邦裁判所によるコモン・ローではな
く、連邦制定法で準拠法選択基準を設定する方法が考えられる。合衆国最
高裁判所は、全米にかかわる事項を決定するのは、選挙による代表で構成
される合衆国議会の制定する法であるとも述べている（100）。しかし、この方
法を積極的に評価する説（101）があるにもかかわらず、合衆国議会は立法に
消極的であった。Erie判決を変更して連邦コモン・ローを認める（102）、また
は広域係属訴訟手続を通じて統一的な準拠法選択を目指す主張（103）も存在
（97）　その他に、連邦司法センター（Federal Judicial Center）設立や連邦陪審員の選定
などが規定されていた。
（98）　134 CONG. REC. H10,430, H10,441 （daily ed. Oct. 19, 1988）.
（99）　Pub. L. No. 100-702, 102 Stat. 4642 （1988）.
（100）　City of Milwaukee v. Illinois, 451 U.S. 304, 312-13 （1981）.
（101）　See, e.g., Lowenfeld, supra note 93, at 172-73. 
（102）　See, e.g., John H. Ely, The Irrepressible Myth of Erie, 87 HARV. L. REV. 693, 707-18 
（1974）.
（103）　Barbara Ann Atwood, The Choice-of-Law Dilemma in Mass Tort Litigation: Kicking 
around Erie, Klaxon, and Van Dusen, 19 CONN. L. REV. 9, 51 （1986）.
アメリカ不法行為法における準拠法選択の問題（楪） 51
した。連邦裁判所による全米統一ルール策定への反応は鈍い。「日常生活
の中で起こる多くの事件を解決する基本的なルールにある不明瞭さを回避
するために、州裁判所ではなく連邦裁判所により妥当な解決策を求めるこ
とがなぜ連邦制の理念に反するというのか」（104）と、1954年にHartが連邦
裁判所の消極性に疑問を投げかけていた。連邦主義（federalism）という
合衆国憲法の下での政治体制に多大な影響を与えるものがあるため、実体
法事項に連邦独自の判断基準を設けることは確かに躊躇するものである。
この疑問から既に60年以上が経過した。しかし、残念ながら現在に至る
までこの疑問に対して立法からの解答が与えられていない（105）。
三　クラス・アクションと準拠法選択
１．準拠法選択がクラス・アクションの成立に与える影響
航空機事故など大型輸送手段の事故や、大型建築物の倒壊など大規模事
故が発生すると、その被害者は多数となるとともに広範囲にわたる。ま
た、アスベストや薬品など有毒物質に曝露された場合も同様である。この
ような大規模不法行為の特徴の一つは、訴訟提起にはクラス・アクション
が用いられることである。そして、大規模不法行為を原因とする損害賠償
の請求が連邦裁判所で提起されれば、連邦裁判所は準拠法の選択のみなら
ず、クラス・アクションの成立要件に合致しているのかを審理しなければ
ならない（106）。
（104）　Henry M. Hart, Jr., The Resolutions Between State and Federal Laws, 54 COLUM. L. 
REV. 489, 513 （1954）.
（105）　大規模不法行為訴訟では多くの州が関係するので、このように州裁判所で不法
行為事案が判断されるという事実と連邦主義との対立から準拠法決定の問題が発生
する。しかし、大規模不法行為訴訟を処理するには、準拠法選択の問題からだけで
なく、手続法および実体法の両側面から検討すべきであり、現にそれが行われてい
ることが指摘されている。See, Clyde Spillenger, PRINCIPLES OF CONFLICT OF LAWS 2d, 
157 （2015）.
（106）　FED. R. CIV. P. 23 (a)・(b).
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1985年に合衆国最高裁判所はPhillips Petroleum Co. v. Shutts（107）におい
て、すべてのクラス構成員の損害賠償請求にカンザス州法を適用すること
は不適切であると判断した（108）。本判決は、合衆国憲法上の十分な信頼と信
用条項（109）と適正手続条項に関連した準拠法選択、および州法間の抵触に
ついて検討した。まず、カンザス州法が他州法と重大に抵触するかを決定
しなければならず、抵触がない場合に限りカンザス州法を適用しても問題
がないととらえた（110）。次に、第１審のカンザス州地方裁判所が、カンザス
州法と他の州法との間の抵触のみならず、他州法を準拠法とするべきかを
検討していないと判断した（111）。そこで、原審のカンザス州最高裁判所が第
１審判決を維持したことが適正手続に違反するとして、原審判決を覆した
のである（112）。
その後、1995年に第７巡回区連邦控訴裁判所はIn re Rhone-Poulenc 
Rorer Inc.（113）において、連邦地方裁判所が全米規模のクラス・アクション
で単一の州法を準拠法とすべきでない旨を示した。Posner裁判官は、こ
れを行えば一般法としての連邦コモン・ローを認めることになり、州籍
相違管轄権行使の際のErie判決に違反するととらえたのである（114）。この判
決を受けて第５巡回区連邦控訴裁判所は、1996年のCastano v. American 
Tobacco Co.（115）で、クラス・アクションが全米規模となり複数の州法が関
係する場合には、連邦地方裁判所にはクラス・アクション成立要件につい
（107）　472 U.S. 797 （1985）.
（108）　Id. at 803, 814-22.
（109）　合衆国憲法第４編第１節（ U.S. Constitution Article 4, Clause 1）によれば、それ
ぞれの州では他州の司法手続に対して十分な信頼と信用（full faith and credit）を与
えなければならない旨が定められている。
（110）　472 U.S. at 816.
（111）　Id. at 823.
（112）　Id. at 820-21.
（113）　51 F. 3d 1293 （7th Cir. 1995）.
（114）　Id. at 1300.
（115）　84 F. 3d 734（5th Cir. 1996）.
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て各州法を検討する義務があることを述べた（116）。そして、州間で実体法の
相違が存在する場合には、クラス構成員個々の争点がクラス全体のそれに
優越することになり、クラス・アクションの優越性は否定されると判断し
たのである（117）。
一方で、各州法を検討して実体法の抵触がないと判断されると、共通性
と優越性は満足されることになる。この点については、現在に至るまで多
くの連邦控訴審が認めるところである（118）。例えば、2015年に第２巡回区
連邦控訴裁判所は、州法間で重大な抵触がなければ法廷地の州法を全米規
模のクラス・アクションの準拠法とすることができると述べている（119）。
したがって、クラス・アクションが提起されると、連邦地方裁判所はま
ず各州法間での抵触の有無を検討しなければならないことになる（120）。そ
して、それが存在すればクラス・アクションの成立を否定する決定的な
要因となる（121）。2002年の第７巡回区連邦控訴裁判所のIn re Bridgestone / 
Firestone, Inc.（122）が述べるように、50州すべての法が適用される不法行為
損害賠償請求の事案では全米規模のクラス・アクションの成立を承認する
（116）　Id. at 741.
（117）　Id.
（118）　本文中の第２巡回区連邦控訴裁判所判決に加え次の裁判例がある。第３巡回区
についてはIn re School Asbestos Litigation, 789 F. 2d 996, 1011 （3d Cir. 1986）. があ
る。第６巡回区についてはIn re Telectronics Pacing Systems Lead Product Liability 
Litigation, 168 F.R.D. 203, 221 （S.D. Ohio 1996）. がある。第９巡回区については
Hanlon v. Chrysler Corp., 150 F. 3d 1011, 1022-23 （9th Cir. 1998）. がある。そして
第10巡回区については、In re Copley Pharm. Inc., 161 F.R.D. 456, 460-461 （D.Wyo. 
1995）. がある。
（119）　Johnson v. Nextel Communs. Inc., 780 F. 3d 128, 141 （2d Cir. 2015）.
（120）　See, e.g., Castano v. American Tobacco Co., 84 F. 3d 734, 741 （5th Cir. 1996）; In re 
American Medical Systems, 75 F. 3d 1069, 1086 （6th Cir. 1996）; In re St. Jude Medical 
Inc., 425 F. 3d 1116, 1119-21 （8th Cir. 2005）.
（121）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION 4th ed. § 22.752 （2004）;. このようになれば
全米規模のクラス・アクションは成立できなくなる。See, 5-23 MOORE’S FEDERAL 
PRACTICE-CIVIL § 23.45 [d][ⅳ] （updated 2016）.
（122）　288 F. 3d 1012 （7th Cir. 2002）.
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ことは困難になるのである（123）。
これは争点のみについて審理を求める争点クラス・アクションにおいて
も同様である。クラス構成員の間で事実および法律上の共通の争点が必要
になるからである。とりわけ過失による不法行為が争点となる場合には、
過失成立要件が州毎に異なるため、法律上の共通の争点とはならないこと
が多いからである（124）。
２．サブクラス・アクションの可能性
そこで、クラスを分割して争点を共通とする構成員によりサブクラス
（subclass）をつくり、各々抵触する州法に対応する途が考えられよう。
特定の州法の適用が必要となる場合（125）や、50州の州法を抵触する内容毎
にいくつかの類型に分類して、それに対応したサブクラスでクラス・アク
ションの成立を目指す場合がそれに該当する（126）。また、和解目的のクラ
ス・アクション（127）を承認する実体法上の基準に抵触がある場合、連邦地
方裁判所はサブクラスに分割してそれを各々承認することも推定されるの
である（128）。
ただし、サブクラスもクラス・アクションの成立要件（129）を満足させる
必要がある（130）。通常のクラス・アクションと同等なハードルを越えなけれ
（123）　Id. at 1018-20.
（124）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION, supra note 121, at § 22.753.
（125）　In re “Agent Orange” Product Liability Litigation, 100 F.R.D. 718, 724 （E. D. N.Y. 
1983）.
（126）　In re School Asbestos Litigation, 789 F. 2d 996, 1011 （3d Cir. 1986）.
（127）　和解目的のクラス・アクション（settlement class action）とは、訴訟よりもむし
ろ和解を目的としてクラス・アクションの提起を行うものである。このクラス・ア
クションの詳細と問題点については、楪博行「大規模不法行為上の和解を巡る問題」
白鷗法学第22巻第２号79頁（2016）を参照。
（128）　In re GMC Pick-Up Truck Fuel Tank Products Liability Litigation, 55 F. 3d 768, 815 
（3d Cir. 1995）.
（129）　FED. R. CIV. P. 23 (a)・(b).
（130）　MANUAL FOR COMPLEX LITIGATION, supra note 121, at § 22.754.
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ばならないのである。州法間に抵触があれば、クラス全体ではなく個々の
クラス構成員に特有の争点が存在することになる。その結果、クラス・ア
クションの成立が否定される。サブクラスでは、クラス構成員の争点の共
通化を目指してクラス分割を図っているために、この点については問題に
はならない。
しかし、サブクラスが成立するためには、その存在理由と訴訟の複雑化
を回避することが必要である。例えば、1992年のオハイオ州南部地区連
邦地方裁判所判決は、サブクラスの明確な目的が示されていないとして、
その成立を承認していない（131）。また1986年に第６巡回区連邦控訴裁判所
は、サブクラスにより訴訟がより複雑化し遅延化を促しているという理由
から、サブクラスの成立を否定している（132）。原告が以上の二点を踏まえた
適切かつ具体的な訴訟計画を提示しなければ、サブクラスの承認が否定さ
れるのである（133）。
この傾向は現在においても継続している。2007年のオハイオ州東部地区
連邦地方裁判所によるIn re Welding Fume Products Liability Litigation（134）
は、特定の州にサブクラスを限定し州法の抵触を回避したとしても、サブ
クラスに共通の争点の審理が訴訟の複雑化と遅延化を発生させると述べて
いる（135）。したがって、サブクラスによる州法の抵触という問題を回避する
方法は、必ずしも妥当とはいえないことになる。
おわりに
アメリカでは、州法間での法の抵触とこれに由来する準拠法とりわけ実
体法選択の問題が存在する。各々の州では準拠法選択の基準が独自に発展
（131）　Bowling v. Pfzer, Inc., 143 F.R.D. 141, 161 （S. D. Ohio 1992）.
（132）　Clark Equipment Co. v. International Union, Allied Indus. Workers of Am., AFL-
CIO, 803 F. 2d 878, 880 （6th Cir. 1986）.
（133）　Zinser v. Accufix Research Inst. Inc., 253 F. 3d 1180, 1189-90 （9th Cir. 2001）.
（134）　245 F.R.D. 279 （E. D. Ohio 2007）.
（135）　Id. at 295.
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してきたため、各州間で当該基準の統一を図ることができない。連邦裁判
所は、合衆国最高裁判所の先例を受けて、独自に準拠法選択基準を設定す
ることができず、所在する州法に依拠せざるを得ない。また立法的にこの
基準が得られない現状では、連邦地方裁判所は各々の州の利益を判断した
上で準拠法を選択する負担が強いられるのである。
これは、大規模不法行為事案においてはより一層多大なものとなる。全
米規模の大規模不法行為が発生すれば、それに対応したクラス・アクショ
ンが提起され、連邦地方裁判所は多くの州法を検討して抵触を確認せざる
を得なくなる。抵触が存在すればクラス・アクション成立の要件が満たさ
れず、結果的にはクラス・アクションの成立が否定されることになる。し
たがって、州裁判所により準拠法選択基準が確立され現在も適用され続け
ているという現実は、全米規模で大規模不法行為クラス・アクション提起
を妨げる要因となっているわけである。アメリカの準拠法選択が示す問題
は、大規模不法行為を訴訟で解決することへの障壁なのである。
　〈平成28年度科学研究費補助金　基盤研究（Ｃ）研究課題「私人による違法行為の抑止
とエンフォースメントの比較法的研究」（研究代表者：楪博行）課題番号25380127によ
る研究〉
（本学法学部教授）
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